
《尼崎市は平成２８年度に市制１００周年を迎えます》 
 
 
 
 

この制度は、子育てファミリー世帯の居住の促進、居住水準の向上、良質な住宅の普及を図る目的

で、一定水準の持家を取得した子育てファミリー世帯に補助金を支給する制度です。 

 

◆申請できる方の概要 
  次に記載している床面積等を含む、申請資格のすべての要件(次ページに記載しています）を満た

す世帯の方が対象です。 

・世帯要件 
申請日時点で、新たに市内で取得された住宅に、中学生以下の子と同居してい

る親子世帯 

・住宅の床面積 

住宅の床面積がマンションは７５㎡以上、戸建住宅は１００㎡以上 

※ 床面積は、売買契約書等に記載されている面積を基本とし、マンションは

専有面積（壁芯計算により算出した面積で、バルコニーやポーチなどの共用部

分を含まないもの）、戸建住宅は延べ面積とします。  

・ローン契約 
平成２５年４月１日以降に金融機関等と金銭消費貸借（住宅ローン）契約（借

入金等を繰上償還して借り換えた場合を除く。）を締結している。 

 

◆補助金額  一括３００，０００円（近居世帯等は５００，０００円） 
      （補助金額が５００，０００円になる場合の要件は次ページの下段をご参照下さい。）    

  

◆募集数   ３６９世帯（現行制度による、新規申請については、今年度をもって終了予定です。） 
(※１) 平成２５年度の抽選で落選された方（１６９世帯）が応募された場合、優先的に

取り扱います。 

（※２）応募多数の場合、抽選により決定します。ただし、国からの補助金の交付状況や

近居世帯等の割合によって、新規申請者の当選者数が前後することがあります。 

（※３）今年度の募集で落選された方は、制度に沿って平成２７年度の募集の際、優先的

に取り扱います。（この場合、原則として応募要件を満たし、来年度改めて申請する必要

があります。） 

 

◆受付期間  平成２６年６月２日（月）～平成２６年９月３０日（火） 
 

◆申請方法 
  下記申請先に直接持参する方法（原則）と郵送する方法がありますが、いずれの場合も最後のペ

ージの提出書類チェック表で添付書類に不備がないか確認してから申請して下さい。 

 ○申請先に直接持参する場合 

  申込書類等の他に、訂正印として使用しますので印鑑（認印で可）をご持参下さい。 

○郵送による場合 

書類一式を封筒に入れて、下記申請先に平成２６年９月３０日（火）までに必着するように投函

してください。なお、配達の確認をする必要がありますので、郵送にあたりましては、事前に住宅・

住まいづくり支援課まで電話でその旨ご連絡をお願いします（その際にも提出書類等を確認させて

いただきます）。 

書類不備や記入間違いなどがあれば、受付ができないため返送する場合がありますので、不備等

のないようご注意下さい。 

 

◆申請先（問い合わせ先） 
尼崎市役所 住宅・住まいづくり支援課（北館５階） 

〒660-8501 尼崎市東七松町１丁目２３番１号（℡06-6489-6618） 

（平日午前８時４５分～正午、午後１時～午後５時３０分） 
できるだけお昼休み中（正午～午後１時）を避けてご連絡・ご来庁下さい。 

尼崎市子育てファミリー世帯持家取得資金補助制度 募集案内 

平成２６年度 
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◆申請資格要件 

申請するためには、次のすべての要件を満たしていることが必要です。 

１ 対象となる世帯 

① 申請日時点で、新たに市内で取得された住宅に、中学生以下の子どもと同居している親子世帯

であること。 

② 持家を取得し、平成２５年４月１日以降に当該住宅取得に係るローン契約（借入金等を繰上償

還して借り換えた場合の消費貸借契約を除く。）を締結していること。 

③ 申請日時点で、世帯全員が当該住宅で住民登録をされ、市県民税を完納していること。 

２ 対象となる住宅 

① 住宅の床面積（＊１）が、マンションは７５㎡以上、戸建住宅は１００㎡以上であること。 

（＊１）売買契約書等に記載されている面積を基本とし、マンションは専有面積（壁芯計算に

より算出した面積で、バルコニーやポーチなどの共用部分を含まないもの）、戸建住宅は延べ面

積とします。 

② 住宅の場所が原則として次に掲げる区域内でないこと。（※詳細は４～６ページの別図を参照） 

 ア 工業専用地域 

 イ 工業地域 

 ウ 準工業地域のうち工業系指向地域（＊２） 

ただし、上記イ・ウの地域内であっても、住宅を建築する場合に敷地の周囲に緩衝緑地帯を

整備する必要がない住工共存型特別工業地区（＊３）及び特例措置制度適用地区（＊４）並

びに地区計画その他市長が定めるまちづくりの計画により、住宅及び工場が周辺と調和して

共存することを目指す土地利用方針が定められた区域は補助対象となります。（＊２～４につ

いては４ページの説明をご参照ください。） 

③ 建築基準法に規定する検査済証が交付されていること。 

④ 昭和５６年６月１日以降に確認済証が交付（＊５）されている住宅であること。 

 ただし、昭和５６年５月３１日以前に確認済証が交付されている住宅であっても次の住宅は補

助対象になります。 

ア 住宅金融支援機構のフラット３５を利用して取得した住宅 

イ 住宅の耐震改修工事を行ったこと又は新耐震基準と同等の耐震性能が確保されていること

を示す公的な書類がある住宅(耐震基準適合証明書が発行されている場合やわが家の耐震改修

促進事業を利用したことが分かる場合など)。 

 （＊５）確認済証の交付日は提出書類である検査済証に記載されております。 

⑤ 取得した住宅の持分比率が、世帯員全員で２分の１以上であること。 

⑥ 平成２３年度以降に尼崎市子育てファミリー世帯持家取得資金補助制度による補助決定を受

けていないこと。 

⑦ 補助申請を行う住宅について、申請者以外の構成員がこの制度による補助の申請をしていない

こと。 

 

◆補助金額が５０万円になる場合 

上記の申請資格要件を満たした上で、次のいずれかに該当する場合は、補助金額を２０万円加算

して５０万円とします。 

① 申請日時点で、申請者または配偶者の親と同居している世帯（多世帯という）で、住宅の床面

積がマンションは９５㎡以上、戸建住宅は１２５㎡以上である場合。 

② 申請日時点で、申請者または配偶者の親が１年以上市内に居住しており、かつ、申請者が住宅

の取得に伴い市外から転入した世帯（近居世帯という）の場合。 
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◆補助申請に必要な書類  

①の補助申請書に所定の事項を記入し、②～⑪の必要書類と一緒に提出して下さい。必要書類が不足して

いると、申請を受け付けることができませんのでご注意下さい。※訂正印として使用しますので、印鑑（認

印で可）もご持参下さい。また、下記以外に尼崎市が追加で資料の提出を求める場合があります。 

 

① 尼崎市子育てファミリー世帯持家取得資金補助申請書 

訂正される場合は、修正液を使用せずに見え消しのうえ訂正印を押印して下さい。 

 

② 不動産売買契約書または工事請負契約書のコピー 

売買物件の所在・面積・代金の表示及び売主買主が署名及び捺印されている部分をコピーして下さい。

契約条項や約款部分は特に必要ありません。 

 

③ 建物平面図（戸建住宅は延べ面積、マンションは専有面積が確認できる図面等）のコピー 

建物の設計図やパンフレット等で、住宅の間取りとともに戸建住宅は延べ面積、マンションは専有面積

が確認できる図面等のコピーを提出してください。 

 

④ 金銭消費貸借契約書（住宅ローン契約書）のコピー 

書類に「契約書」と記載されていない「お客様控」や「ローン申込書」では申請できません。お手元に

ない場合などは、借入先の金融機関等にお問い合わせ下さい。 

 

⑤ 構成員全員の住民票の写し 

申請書の「住民登録状況及び課税状況等の調査に関する同意」の欄で同意された場合は不要です。 

構成員全員が市内で住民登録されていることが必要です。 
 

⑥ 構成員全員の平成２５年度の市県民税の納税証明書（非課税の場合は非課税証明書） 

・平成２５年度に尼崎市で課税されている方（平成２５年１月１日時点で尼崎市に居住されていた方）で申請

書の「住民登録状況及び課税状況等の調査に関する同意」の欄で同意された場合は不要です。  

・平成２５年度に尼崎市以外で課税されている方（平成２５年１月１日時点で尼崎市以外に居住されていた方）

は、課税されている市町村で納税証明書をとっていただく必要があります。 

 

⑦ 建築基準法の規定による検査済証のコピー 

次のページに例があります。「確認済証」や「住宅性能保証書」などでは申請できません。検査を行ってい

ない住宅は検査済証がないため申請できません。お手元にない場合などは、建築業者や不動産業者にお問

合わせ下さい。 

 

⑧ 耐震改修工事を行ったこと又は新耐震基準と同等の耐震性能を有することを証明する公的な書類のコピー 

建築確認済証の交付日が昭和５６年５月３１日以前であり、かつ住宅金融支援機構「フラット３５」又

は「フラット３５S」を利用していない場合のみ必要です。 

 

⑨（近居世帯の場合のみ）市内居住の親の住民票の写し 

申請書の「◎2 住民登録状況等の調査に関する同意」の欄で親の方が同意された場合は不要です。 

 

⑩（近居世帯の場合のみ）申請者又は配偶者とその親との親子関係を証明できる戸籍抄本等 

近居世帯の中で、申請者又は配偶者の親と同居しており、住民票の写しで親子関係が確認できる場合は、⑤が

あれば不要です。 

 

⑪ アンケート  
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１０月下旬～１１

月中旬頃 

補助の交付決定 

第二十四号様式（第四条の六関係） 
建築基準法第７条の２第５項の規定による 

検 査 済 証 
第    号 

平成  年  月  日 
建築主、設置者又は築造主  様 

指定確認検査機関名   印 
下記に係る工事は、建築基準法第○条第○項の規定による検査の結果、建築基準法第○

条第○項（建築基準法第○条の○第○項の規定により読み替えて適用される同法第○条第

○項）の建築基準関係規定に適合していることを証明する。 
記 

１．確認済証番号              第   号 
２．確認済証交付年月日           平成 年 月 日 
３．確認済証交付者   
４．建築場所、設置場所又は増築場所 
５．検査を行った建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 
         （省略） 
          延べ面積       ｍ2 

         （省略） 

◆検査済証の例 

※ 下記はあくまで例示です。様式等が異なる検査済証もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆手続きの流れ 

 

 

 

 

（１）補助の交付決定（応募多数の場合は抽選） 

申請内容が適正であれば１０月下旬から１１月中旬頃に補助決定します。決定内容は、交付決定通

知書でお知らせします。 

応募多数の際は抽選になりますが、落選者は制度に沿ったうえで、平成２７年度の募集の際に優先

的に取り扱う予定としています（この場合でも平成２７年度の申請書等を提出する必要があります）。

平成２６年度に落選した方が、来年度に申請する場合は、次の要件を満たす必要はありません。 

○ 同居している子が中学生以下であること。 

○ 平成２６年４月１日以降に金融機関等と金銭消費貸借契約を締結していること。 

（２）請求書の提出 

交付決定の際に交付決定通知書と請求書を郵送しますので、請求書に必要事項を記入し、押印の上、

提出してください。 

（３）補助金の支払  

補助金は、３月末に口座振込により交付します。 

※この補助金は、所得税法上課税対象となりますので、確定申告しなければならない場合があり

ます。詳しくは、税務署にお問い合わせください。 

 

◆補助の取り消しについて 

以下の場合は、補助決定を取り消し、補助金を返還していただきますのでご了承ください。   

（１）虚偽その他不正な手段により補助決定を受けたとき。   

（２）この要綱その他関係法令に違反したとき。 

６～９月 
補助申請書の

提出 

１２月 

請求書の提出 
３月末 

補助金の支払 

・一戸建ての場合は、この

面積又は売買契約書の延

べ床面積を申請書に記載

して下さい。 

・マンションの場合は、建

物全体の面積が記載され

ていますので、この面積で

はなく、売買契約書等に記

載されている専有面積を

申請書に記載して下さい。 

確認済証交付年月日 
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◆ 工業地域等のうち補助対象外の区域(別図） 

  

 

＊２ 工業系指向地域   

     住宅を建築する場合は、敷地の周囲に緩衝緑地帯を整備する必要がある地域です。（図の①・②） 

＊３ 住工共存型特別工業地区 

     住宅と工場の共存を図るため、高さ規制と併せて住環境と工場の操業環境の双方に配慮した用途制

限などを定める地区です。 

＊４ 特例措置制度適用地区    

     高さ制限、防音サッシの整備等をすることで緩衝緑地の設置なく住宅建設を可能とする地区です。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

◎ 

⑦ 

尼崎市役所 

阪急園田駅 
阪急武庫之荘駅 

ＪＲ猪名寺駅 

阪急塚口駅 

ＪＲ塚口駅 

ＪＲ尼崎駅 

阪神杭瀬駅 

阪神大物駅 

阪神尼崎駅 

阪神出屋敷駅 

阪神センター 
プール前駅 阪神武庫川駅 

ＪＲ立花駅 

下図で斜線または網掛けになっている区域の住宅は補助対象外です。 

次ページ以降に下図の①～⑦の地域の詳細版を掲載しています。 
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【①・②準工業地域のうち補助対象外の区域】 

 斜線の部分は補助対象外です。 

① 田能６丁目            ② 南初島町（特例措置制度適用地区を除く）、北初島町、東初島町             

    
 
 
 
 
 
 
 
                        （特例措置制度適用地区） 

                                                                                          

【③・④工業地域のうち補助対象外の区域】 

水色に塗っている部分は補助対象外です。 
③ 元浜町・道意町            ④ 阪神杭瀬駅周辺 

      
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

猪名川 

国道４３号 

阪神杭瀬駅 

ＪＲ尼崎駅 
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【⑤～⑦工業地域のうち補助対象外の区域】 

水色に塗っている部分は補助対象外です。 

⑤ ＪＲ尼崎駅周辺                  ⑥ ＪＲ塚口駅周辺 

 

 
                                             
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                             
 
⑦ 神崎町周辺 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       

ＪＲ塚口駅 

ＪＲ尼崎駅 

扶桑町 

潮江3丁目 

潮江2丁目 

潮江1丁目 



◆提出書類チェック表

○は必須、△は必要な場合あり、×は不要です。

提出書類
子育て
世帯

多世帯 近居世帯 チェック欄 備考

①尼崎市子育てファミリー世帯持家取得資
金補助申請書

○ ○ ○
　ご記入にあたりましては、この
パンフレットに挟んでいる申請書
記入例をご参照下さい。

②不動産売買契約書または工事請負契約書
のコピー（※１）

○ ○ ○

（※１）売買物件の所在・面積・
代金の表示及び売主買主が署名及
び捺印されている部分をコピーし
てください（契約条項や約款部分
は特に必要ありません）。特にマ
ンションの場合は、専有面積が記
載されている部分のコピーを提出
して下さい。

③建物平面図（戸建住宅は延べ面積、マン
ションは専有面積が確認できる図面等）の
コピー（※２）

○ ○ ○

（※２）建物の設計図やパンフ
レット等で、住宅の間取りととも
に戸建住宅は延べ面積、マンショ
ンは専有面積が確認できる図面等
のコピーを提出してください。

④金銭消費貸借契約書（住宅ローン契約
書）のコピー

○ ○ ○

⑤構成員全員の住民票の写し
△

（※３）
△

（※３）
△

（※３）
（※３）市が端末等で確認するこ
とに同意した場合は不要です。

⑥構成員全員の平成２５年度の市県民税の
納税証明書（非課税の場合は非課税証明
書）

△
（※４）

△
（※４）

△
（※４）

（※４）
・平成２５年度に尼崎市で課税さ
れている方（平成２５年１月１日
時点で尼崎市に居住されていた
方）で市が端末等で確認すること
に同意された場合は不要です。
・平成２５年度に尼崎市以外で課
税されている方（平成２５年１月
１日時点で尼崎市以外に居住され
ていた方）は、課税されている市
町村で納税証明書をとっていただ
く必要があります。

⑦建築基準法の規定による検査済証のコ
ピー

○ ○ ○

⑧耐震改修工事を行ったこと又は新耐震基
準と同等の耐震性能を有することを証明す
る公的な書類のコピー

△
（※５）

△
（※５）

△
（※５）

（※５）確認済証の交付日が昭和
５６年５月３１日以前であり、か
つ住宅金融支援機構の「フラット
３５」又は「フラット３５S」を利
用していない場合のみ必要です。

⑨近居世帯の場合は、市内居住の親の住民
票の写し

× ×
△

（※６）

（※６）市が端末等で確認するこ
とに、親の方が同意した場合は不
要です。

⑩近居世帯の場合は、申請者又は配偶者と
その親との親子関係を証明できる戸籍抄本
等

× ×
○

（※７）

（※７）近居世帯の中で、申請者
又は配偶者の親と同居しており、
住民票で親子関係が確認できる場
合は、⑤があれば不要です。

⑪アンケート ○ ○ ○

・市が端末等で確認することに同意した場合とは、申請書の「◎1 住民登録状況及び課税状況等の調査に関する同意」及び
「◎2 住民登録状況等の調査に関する同意 (近居世帯等の場合のみ)」の欄に署名・捺印をした場合のことです。
・上記以外に尼崎市が追加で資料の提出を求める場合があります。

・近居世帯　：子育て世帯のうち、今回の住宅の取得に伴い尼崎市外から転入した世帯で、
　　　　　　　申請者又は配偶者の親が１年以上市内に居住している世帯

  尼崎市子育てファミリー世帯持家取得資金補助制度の申請に必要な書類は子育て世帯・多世帯と近居世帯によって、異
なっておりますので、申請にあたりましては、下の必要書類チェック表で添付漏れが無いか確認の上、申請していただきま
すよう、よろしくお願いします。

・子育て世帯：中学生以下の子と同居している親子世帯
・多世帯　　：子育て世帯のうち、申請者又は配偶者の親と同居している世帯


